
　１． 重要な会計方針

    (１)公益法人会計基準(平成20年4月11日、平成21年10月16日改正「内閣府公益認定等委員会」)を採用しています。

　　(２)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっています。

　　(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　商    品  ･･･ 総平均法による原価法を採用しています。

　　　　製    品  ・・・ 総平均法による原価法を採用しています。

　　　　原材料   ・・・ 総平均法による原価法を採用しています。

　　　　仕掛品   ・・・ 個別法による原価法を採用しています。

　　　　

　　（４）固定資産の減価償却の方法

        有形固定資産（リース資産を除く）・・・法人税法に基づく定率法を採用しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び平成28年4月1日以降に

　　取得した建物付属設備並びに構築物については、定額法を採用しています。

        ソフトウェア・・・・・・法人税法に基づく定額法を採用しています。

　　　　リース資産・・・・・リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引について

　　　　　　　　　　　　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

 　 （５）引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金　・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の法定繰入率

　　により計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

　　回収不能見込額を計上しています。

　　　　賞与引当金　・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の内当事業年度に対応する支給見込額

を計上しています。

　　　　退職給付引当金　・・・役・職員の退職給付に備えるため、期末現在の自己都合要支給額に相当する金額から中小

　　　　　企業退職金共済掛金額を控除した額を計上しています。

　　（６）消費税等の会計処理

　　　　税抜方式によっています。

財務諸表に対する注記



　　（７）資産除去債務に関する会計基準

なく、将来朝霞事業所倉庫を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　　（８）税効果会計の適用について

税引前の当事業年度正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正

な当事業年度正味財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用しています。

  2.　　会計方針の変更

　　　　　　　該当事項はありません。

  3.　　追　加　情　報

　　　　　　　該当事項はありません。

　4．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりとなっています。

　　基本財産

　　　　　投資有価証券

基本財産　　計

　　特定資産

        退職給付引当資産

　　　　　　普通預金

　　　　　　普通預金

小　　計

特定資産　　計

合　　　　計 40,466,550 0 0 40,466,550

20,466,550 0 0 20,466,550

20,466,550 0 0 20,466,550

20,000,000 0 0 20,000,000

466,550 0 0 466,550

20,000,000 0 0 20,000,000

20,000,000 0 0 20,000,000

当センターは、朝霞事業所倉庫の不動産賃貸契約に基づき、朝霞事業所倉庫の退去時における

原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確で

（単位：円）

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



　　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりとなっています。

　　基本財産

　　　　　投資有価証券

基本財産　　計

　　特定資産

　　　　退職給付積立資産

　　　　　　普通預金

　　　　　　普通預金

小　　計

特定資産　　計

合　　　計

　6．担保に供している資産

　　　　　土地322,700,000円(帳簿価格)及び建物101,795,882円(帳簿価格)は、

　　　　　　一年以内返済予定長期借入金5,990,000円の担保に供しています。

　7．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりとなっています。

（注2）器具及び備品のうちには、償却済みの機械装置（当期期末残高２円）が含まれて表示されています。

小　　　計 28,814,650 25,251,558 3,563,092

合　　　計 842,827,639 645,470,740 197,356,899

（注１）建物のうちには、償却済みの構築物（当期期末残高3円）が含まれて表示されています。

　　　 ソフトウェア 28,814,650 25,251,558 3,563,092

　　器具及び備品（注2） 50,418,179 42,842,881 7,575,298

小　　　計 814,012,989 620,219,182 193,793,807

（単位：円）

科　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　　建   物（注１） 763,594,810 577,376,301 186,218,509

40,466,550 ( 20,000,000) (               0) ( 20,466,550)

20,466,550 (               0) (               0) (     466,550)

20,466,550 (               0) (               0) (     466,550)

20,000,000 (               0) (               0) ( 20,000,000)

466,550 (               0) (               0) (     466,550)

20,000,000 ( 20,000,000) (               0) (               0)

20,000,000 ( 20,000,000) (               0) (               0)

（単位：円）

科　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味
財産からの充当
額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

　5．基本財産及び特定資産の財源等の内訳



　8．売掛金等に関する貸倒引当金の明細及び差引残高

　　　　　　　当該債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は次のとおりです。

　9．保証債務等の偶発債務

       　　　 該当事項はありません。

　10．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　　　　  満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりとなっています。

　11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　　　　　　該当事項はありません。

　12．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　　　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりとなっています。

金　　額

経常収益への振替額 基本財産受取利息の振替額

合　　計

　13．関連当事者との取引の内容

該当事項はありません。
　　　　　　

120,000

120,000

（単位：円）

内　　　　　　容

合　　　計 20,000,000 20,140,000 140,000

科　　　　　目 帳簿価額 時　　　　価 評価損益

基本財産投資有価証券（第333回10年国
債　） 20,000,000 20,140,000 140,000

1,100,000

合　　　計 168,242,659 1,100,000 167,142,659

（単位：円）

未収金 1,206,465 0 1,206,465

（単位：円）

科　　　　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

売掛金 167,036,194 165,936,194



　14．その他

　　　○ファイナンス・リース取引関係

　　　　（１）　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　（単位：円）

取得価額相当額

減価償却累計額相当額

　　　　（2）未経過リース料期末残高相当額

　　（単位：円）

　　　　（3）　当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　（単位：円）

　　　　（4）　減価償却費相当額の算定方法

 定額法によっています。

　15．その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　○退職給付関係

 　　　 （１）採用している退職給付制度の概要

　　　　　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けています。

　　　　（２）退職給付債務及びその内訳

　　　（単位：円）

　　　　（３）退職給付費用に関する事項

　　　　（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算しています。

 ②会計基準変更時差異の費用処理額 0

 ③退職給付費用（①＋②） 6,762,755

 ②会計基準変更時差異 0

 ③退職給付引当金（①＋②） 68,678,600

（単位：円）

 ①勤務費用 6,762,755

支払リース料 1,395,200

減価償却費相当額 1,395,200

 ①退職給付債務 68,678,600

１年以内 １年超 合　　　計

未経過リース料期末残高相当額 1,710,600 3,712,700 5,423,300

3,575,500 3,575,500

期末残高相当額 5,423,300 5,423,300

器具備品 合　　　計

8,998,800 8,998,800



　○税効果会計関係

         繰延税金資産等の発生原因別の内訳

 　 （１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

 　 （２）法人税法上の非収益事業と収益事業の区分

　○その他

　　　　　　　該当事項はありません。

0 0

 ②寄付金損金算入限度額 0 0 0

 ④法人税、住民税及び事業税 18,378 212,094 230,472

 ③　　　　小　　　　計　（①＋②） △ 4,929,796 64,213,845 59,284,049

 ⑦当期一般正味財産増減額（③－④－⑤－⑥） △ 4,948,174 64,001,751 59,053,577

 ⑤法人税等調整額 0

0 0 ⑥過年度法人税等調整額 0

 項　　　　　　　　　目 非収益事業 収益事業 合　　計

 ①税引前当期一般正味財産増減額 △ 4,929,796 64,213,845 59,284,049

繰延税金負債

 ⑬繰延税金負債 0

 ⑭繰延税金資産純額（⑫－⑬） 0

（単位：円）

 ⑩繰延税金資産小計（④＋⑨） 37,661,932

 ⑪将来減産-一時差異等の合計に係る評価性引当金 37,661,932

 ⑫繰延税金資産合計（⑩－⑪） 0

 ⑦棚卸資産評価損 1,464,789

 ⑧税務上繰越欠損金 31,006,295

 ⑨固定資産小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 34,615,594

 ④流動資産小計（①＋②＋③） 3,046,338

（固定資産）

 ⑤退職給付引当金否認 2,144,509

 ⑥一括償却資産 0

 ①賞与引当金否認 3,013,610

 ②減価償却限度超過額 0

 ③貸倒引当金繰入額否認 32,728

（単位：円）

（流動資産）


